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を得て，取得コスト（購入費）と一定年数の維持コスト（保
守・修繕費）を別々に算出したもの，およびそれらを一
括してリースで調達した場合の2種類のLCCを算出した。
結　果
　横浜市立大学附属病院で近年稼働した4台のCTは，地
方自治体からの公的補助を加味しても，4台のうち2台
で10年間LCCは購入費と保守・修繕費を合算した金額
より保守・修繕費を含んだリース調達の方が安価であっ
た。公開情報に基く調査では，全国の国公立病院では
LCCを考慮した調達が行われたと判断できたものは74
台中15台（20.3％）にとどまり，高性能CTを製造販売す
る機器メーカー3社のうち，2社では6年間LCCの算出
総額はリース費の方が購入費と保守・修繕費を合算した
ものより安価であった。
結　論
　高性能CTの調達においては，リース調達の方が購入
費と保守・修繕費を合算した調達より，LCCに基く経済
合理性が高い場合がある。医療機関においては，高性能
CTの調達時にはLCCを検討しながら最善の調達方式を
選択することが推奨される。
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要　旨
目　的
　公共入札を行う国公立病院におけるCT（特に高性能
CT）の調達において，ライフサイクルコスト（Life Cycle 
Cost：LCC）の観点に基く調達が行われているか，また
一定年数のLCCを試算した場合に購入とリースのどち
らが経済合理性が高いか調査する。
方　法
　公共入札を行ってCTを調達する国公立病院における
LCCの実態調査として，まず横浜市立大学附属病院にお
いて近年稼働した全てのCTのLCCの算定を行った（4
台）。また2017年から2022年にかけて行われた国公立病
院の高性能CTの調達に関して，官報等の公開情報に基
くLCCの計算，およびLCCを考慮した調達がどの程度
行われているかその割合を検討した（74台）。LCCの計算
においては，公開情報に加えて機器メーカー3社の協力
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背　景
　放射線部は，検査部や薬剤部などと共にしばしば各診
療科とは異なる中央診療部門と呼称される。中央診療部
門とは，薬剤部や検査部などと共に，原則的には院内の
全ての診療科に対して何らかの専門的サービスを提供す
る部門である。しばしば中央診療部門は大型の医療機器
を保有するが，それらは病院内で一つの診療科しか使用
しない医療機器とは必要性や収支計算などは異なって考
えられることも多い。ただし広くサービスを提供する
中央診療部門の医療機器は時に非常に高額になり，調
達，すなわち新規導入や機器更新に際して数億円単位で
の支出が発生することも少なくない。放射線部で使用
する医療機器のうち，調達時に1億円以上の支出が生じ
る可能性がある医療機器の例としては，本研究で扱う
Computed Tomography（CT，コンピュータ断層撮影），さ
らにMagnetic Resonance Imaging（MRI，核磁気共鳴画像
法），Positron Emission Tomography（PET，陽電子放出
断層撮影），および各種の放射線治療機器などがあげられ
る。これらの高額医療機器の一般的な法定耐用年数は調
達時から6年間とされるが，実際の稼働年数は10年間も
しくはそれ以上で見積もることが一般的である。
　放射線部が扱う高額医療機器には，調達時の支出（取
得コスト）とは別に多額の保守コストが必要である。CT
の故障時の修理・交換に際して，最もコストが高いもの
はX線管球であり，高性能CTの場合にはX線管球の1
回の交換に3,000～4,000万円程度必要である。X線管球
はいつ，どの程度の頻度で故障し交換が必要か使用者側

（医療機関）は全く予測できず，機器メーカー側もマスデー
タとしてX線管球の故障・交換の頻度は把握できていて
も，「どの病院の，どのCTのX線管球が」次に故障し，交
換対象になるかは予測できない。交換時の莫大な修繕費
を考えると，事故時に無制限で損害額を支払う自動車保
険のように，X線管球の無償交換を含めた完全な保守契
約を機器メーカーと締結することが少なくない。このよ
うな保守契約のことを一般的にフルメンテナンス保守契
約と呼称する。CTの場合，X線管球が保守契約期間内
に何度故障しても無償で交換されるためには，必然的に
フルメンテナンス保守契約の契約料も高額になり，年間
3,000～4,000万円程度で見積もられることが少なくない。
CTの保守に関して，X線管球の交換分を意図的に外した
保守契約を，保守を請け負う機器メーカーと締結するこ
とは可能である（高性能CTで1,000万円強まで保守料が
低下するであろう）。しかし，このような状態でX線管球
の故障・交換が発生した場合，使用者側は唐突に3,000～
4,000万円の修繕費を請求されることになり，その年度の
CTの維持コストは予想外に高騰することになる。

　このように，高性能CTで代表される放射線部の高額
医療機器は，取得にかかるコストと，維持のためのコス
トが共に大きなものであり，これらを俯瞰した上で最良
の調達を行う必要がある。このような考えは経営学でい
うところのライフサイクルコストまたはライフサイクル
コスティング（LCC：Life Cycle CostまたはLife Cycle 
Costing）の概念そのものであり，病院経営上の戦略構
築・意思決定においても有益である。本邦で最初にCTの
LCCに着目した飯沼らによると，検診に用いられる（高
性能ではない）CT装置の取得原価は3,200～5,500万円
であるのに対し，CT装置の年間の保守費用は200～300
万円と算定している。CT装置の償却年数は6年間である
ため，6年間使うとなると保守費用のみで1,200～1,800
万円であり，償却期間の保守費用総額が取得原価に対す
る割合を算出すると，22～56％程度に上ると試算した1）。
しかし，公会計を遵守する国公立病院（国公立大学病院
含む）を調査対象として，CTのLCCを実際の取得コスト
および維持コストで算定・試算した研究や，LCCを考
慮した高性能CTの調達様式（購入またはリース）の検討，
またLCCを考慮したCTの調達が全国的にどの程度行わ
れているか，実際の価格を基に調査した過去の研究は存
在しない。
　LCCは「設備の取得以前にその一生涯のコストすなわ
ちライフサイクル・コストを計算し，トータルな出費を
もっとも経済的なレベルに抑えようとする発想」と定義
づけられている2）。LCCの考え方は1960年代に導入され
たといわれ，米国の国防省で資材の購入に対し，購入後
に発生する維持・管理などの仕様コストや廃棄コストな
ど購入費以外のコストを含む総コストが最小になるよう
な資材の設計を求めたことが始まりとされる。LCCはの
ちに軍需産業のみではなく様々な産業においての重要性
が認識されるようになった。LCCは施設や設備の性格に
よって集計対象が異なり，施設や設備を自社で製造する
場合は研究開発費や製造原価がLCCの最初の構成要素
となり，他社から購入する場合はその取得原価（取得コ
スト）がまずLCCの構成要素となる。更に使用する中で
発生する運用費や保守費といった維持管理費（維持コス
ト），廃棄時に見込まれる廃棄コスト等も算定対象に含
まれる。
　日本にはLCCの概念は1960年代後半に紹介され，1970
年代以降，工学系観点，ついで経営学的観点で研究が進
められた3，4）。櫻井はLCCを適用すべき施設・設備等の特
徴として「メンテナンスの効率を高めることで運用・保
守費の大幅な低減が実現できる」「長い耐用年数を持つ」

「初期投資額が大きい」などとしている5）。具体例として，
大規模コンピュータシステム，軍需品，橋梁などの公共
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建築物などが挙げられ，高性能CT等の高額医療機器も
LCCの概念を適応すべき対象になりうると考えられる。
　医療機器に対するLCCを導入したコスト算定の試み
は2000年前後より海外で散見されるようになる（TCO：
Total Cost of Ownershipと称されることもある）。2010
年代になると，医療機器におけるLCCの導入，そして
それに関する事例研究が始まる。CTを含む画像診断機
器に関してライフサイクルという明確な記述があるの
が，カナダ放射線科専門医会が出版した提言であり，機
器のライフサイクルを視野に入れた調達，更新計画の重
要性について提言がなされている6）。病院で使用する医
療機器のLCCを実際に算定した最初の試みと思われる
Nisreenらの論文では，X線画像診断装置や保育器を対
象にLCC分析を行っている7）。また，内視鏡や胎児心拍
数陣痛図（cardiotocogram：CTG）において調達手法等の
LCCやTCOを解析した研究8，9），さらにはCTの取得コス
トと維持コストの比率算定を行う研究が現れる10）。
　高額医療機器のLCCに関する本邦の研究や文献は2010
年前後から現れる。荒井らは，医療機器等の投資計画の
策定に際しては，事案ごとの長期的な採算性を計算し複
数年度にまたがる投資プロジェクトとして最適化を図る
べきであるとし，この考えはLCCそのものと思われる11）。
CTと並んで普及している高額画像診断機器であるMRI
に関して，投資を行う際の医療機関の意識が，機種選
定や稼働状況とどのように関連しているかを分析したも
の12），またMRIを調達するまでの意思決定の分析を行っ
た研究13），採算性をMRI機器の性能別，病床規模別，都
道府県別に分析した研究などもある14）。さらには本邦の
複数病院を対象とした事例研究で，大型設備投資の意思
決定プロセスとその後の投資回収，多角的な管理会計手
法について調査・提言を行った研究もある15〜17）。
　CTを購入するLCCを考える場合，機器メーカーから
購入する際に取得コスト（購入費）がかかり，X線管球や
その他部品の故障・交換にかかる費用およびそれを補償
する費用が維持コストになる。施設・設備の調達時に
LCCを算定する価値は，各段階のコストを漏れなく合算
することで，施設・設備の調達前にトータルコストが最
小になるような，長期合理的な調達形態を選択できるよ
うにすることにある。
　本研究の目的は，国公立病院におけるCT（特に高性能
CT）の調達において，LCCを考慮した調達がどの程度行
われているのか調査し，さらには6年間や10年間といっ
た稼働年数を考慮してLCCの観点を導入した場合に，購
入とリースの比較を通じて病院の長期運営コストの観点
から経営学上の合理性を例示することである。

方　法
⑴調査の概要
　本研究は横浜市立大学八景キャンパス等研究倫理委員
会の倫理審査・承認を経て，横浜市立大学大学院国際マ
ネジメント研究科博士前期課程における，筆頭著者の
学位論文のための研究として実施された（承認番号：八 
2023-07　研究名：国公立病院における高性能CTの調
達：ライフサイクルコストの導入の検討　2024年1月12
日修士論文提出）。
　本研究の第一段階として，CTに係るLCCの実態調査
として横浜市立大学附属病院において近年稼働した全て

（4台）のCTのLCCの算定を行う。第二段階として，国
公立病院の高性能CTの調達に関して，官報等の公開情
報に基くLCCの計算，およびLCCを考慮した調達がど
の程度行われているか検討する。
　一定期間のLCCの算出として，取得コスト（購入費）と
維持コスト（保守・修繕費）を別々に算出し合算したもの，
およびそれらを一括してフルメンテナンス付リースで調
達した場合の2種類のLCCを算出する。これらより，国
公立病院のCT（特に高性能CT）の調達を，LCCに基き検
討した場合，取得コスト（入札での購入費）と維持コスト

（随意契約での保守・修繕）を分けて行う方が合理的か，
一括で行う方が合理的か（特にフルメンテナンス契約付
リース），傾向が明らかにできる。
　本研究の調査対象は全て国公立病院のCTであるため，
基本的には入札の結果や随意契約の情報は官報等に公告
される。LCCは公告された取得コスト（購入費）やリー
ス費，随意契約で締結された保守コストなどを，官報や
地方公共団体等に掲載される公告より得ることで算出し
た。なお本稿のLCCの算定において，公的データから
取得が困難であった電気代，廃棄コスト，金利の変動等
は考慮していない。また消費税も計算対象外とした。

⑵横浜市立大学附属病院の4台のCTのLCC算定
　この検討は「令和3年度YCU病院経営プログラム」の
特別研究として，「高額医療機器（画像診断機器）の調達に
おける『トータルコスト』の概念の有用性」として筆頭著
者が非公開資料にまとめたものである18）。
　横浜市立大学附属病院で2020年から23年にかけて稼
働したまたは稼働中の4台のCT機器を対象とし，横浜
市立大学附属病院企画課等の協力を得て，各CT機器の
購入費，これまでの保守契約の内容と変遷，保守契約費
およびX線管球交換時の修繕費等について精査しLCC
を算出した。なお，横浜市による長期借入金制度（医療
機器の更新を対象とする補助制度）を考慮し，購入費の
1/2を病院の取得コストとした。また新27番撮影室CT
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の購入費については，神奈川県からの令和2年度新型コ
ロナウイルス感染症重点医療機関等設備整備事業の補助
金（満額6,000万円）を活用し，残金の1/2を横浜市から
の長期借入金からの補助としてLCCを算定した。
　4台のCTは以下の通り。26番撮影室CT（稼働中。シー
メンスヘルスケア製，64列CT ʻSOMATOM definition 
AS＋’，2014年8月購入），旧27番撮影室CT（2021年3
月末で稼働終了。キヤノンメディカルシステムズ製，64
列CT ʻAquilion’，2012年12月購入。8年3か月使用し
た），28番撮影室CT（稼働中。キャノンメディカルシス
テムズ製，80列CT ʻAquilion PRIME’，2017年3月購
入），新27番撮影室CT（2021年4月より稼働中。キヤノ
ンメディカルシステムズ製，320列CT ʻAquilion ONE 
Prism’，2021年1月購入）。
　新27番撮影室CTに関しては，筆頭著者は調達時に横
浜市立大学に勤務しており，令和2年度神奈川県新型コ
ロナウイルス感染症重点医療機関等設備整備事業の補助
金を活用した調達が確実であったため，物品管理担当者
等と合同でLCCを事前に算出した上で，（フルメンテナ
ンス契約付リースではなく）通常の調達手段である購入
が長期的視野で合理的となり，病院の意思決定として選
択されたことを付記する。
　これらのCTについて，購入および維持に必要であっ
た費用（実費）に加えて，すでに使用を終えたものに関し
ても10年間使用するものとして，維持コストはすでに年
度ごとに支払っていたフルメンテナンス契約費で算定し，
10年間LCC（購入）を計算した。また，これら4台のCT
を納入した，シーメンスヘルスケア株式会社ならびにキ
ヤノンメディカルシステムズ株式会社に対して，全く同
型のCTを，フルメンテナンス契約付き10年間リースで
調達した場合，10年間のLCCを1年ごとに試算・提示
することを依頼した。これに対して，キヤノンメディカ
ルシステムズ社からは「6年間のファーストリース＋4年
間のセカンドリース案」としての10年間LCC（リース費
総額）の提示，シーメンスヘルスケア社からは「当初から
10年間でのリース案」として10年間LCC（同）の回答が
あった。

⑶�高性能CTを近年調達した国公立病院の実態調査とLCC
の算定（74台からの推定値）

　2017年から2022年にかけて全国で稼働を開始した，
3つの主要CTメーカーのFlagship級の高性能CTが，ど
のような方式・金額で調達されたか，公的データに基き
全国調査を行った。具体的には以下の方法で調査した。
①3つの主要CTメーカー（シーメンスヘルスケア株式会

社，キヤノンメディカルシステムズ株式会社，GEヘル

スケア・ジャパン株式会社）に協力を依頼し，それぞれ
のFlagship級の高性能CT（シーメンスヘルスケア，2
管球デュアルエナジー CT Somatom FORCEシリーズ; 
キヤノンメディカルシステムズ，320列CT Aquilion 
ONE シリーズのうち Aquilion ONE Genesis および
Aquilion ONE Prism; GEヘルスケア・ジャパン，256
列 Revolution CTシリーズ）の本邦での病院への納品
実績（2017年1月～22年3月）が筆者に提供された。

②納品実績のうち，公告・入札による調達が義務化され
ている国公立病院への納品実績を選抜した（118台）。

③118台の調達方式（「購入」「借入」など），入札結果（落
札金額），その後の保守契約費，修繕費等を以下のイン
ターネットサイトを用いて収集した。なお，下記Web
サイトの閲覧（調査期間）は2022年6月から2023年8
月末までであった。

　・官報情報検索サービス
　　�https://search.npb.go.jp/kanpou/auth/login/Login

StartUp.form
　・入札情報速報サービス（NJSS）
　　https://www2.njss.info/users/login
　・日本貿易振興機構（JETRO）調達情報「入札情報」
　　https://www.jetro.go.jp/procurement/bid.html
　・�各国公立病院，公的病院機構，地方自治体等による

独自の調達情報
④これらのインターネットサイトを介した調査により，

118台の高性能CTのうち74台に関して調達方式や落
札金額等が判明した。この時点で，調達方式が「購入

（購入金額が落札価格として公開される）」と「借入（す
なわちリース。月額のリース料が公開される）」で大
別されるため，その国公立病院が購入を選択したか，
リースを選択したかが判明した。

⑤仕様や落札金額等に疑問が生じた高性能CTに関して
は，上記3社の機器メーカーに改めて質問書を送付し
確認した。回答に基き付帯工事や附属品を除く，その
CT機器の本体価格と見做される実勢金額（購入金額）
を，中央値を基準に推定した（端数切捨て。1,000万円
単位）。これを高性能CTの購入における取得コスト（購
入費）とした。

⑥維持コストの算定として，通常は随意契約で締結され
る上記3社の機器メーカーのFlagship級CTの年額の
フルメンテナンス保守契約の費用を，上記の各種イン
ターネットサイトにて調査した。保守・修繕も請け負
う上記3社の機器メーカーに対しては再度質問書を送
付し，筆頭著者の調査で得られた1年間当たりのフル
メンテナンス保守契約費が実勢価格と相違ないことを
確認した。
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⑦自己調査および上記3社の機器メーカーからの質問と
回答を踏まえ，3社の高性能CTの6年間LCCを，「購
入費と毎年のフルメンテナンス保守契約費」および「フ
ルメンテナンス契約付リース費」のそれぞれで算出し
た。なお，CTに関しては購入した場合には最初の12
か月は機器の故障は無償で補償されるため，購入の場
合の6年間LCCは「購入費（取得コスト）および5年間
のフルメンテナンス保守契約費（維持コスト）の合算」
で計算した。

⑧⑦までの結果に加え，調達方式や落札金額等が判明し
た74台の国公立大学の高性能CTに関して，LCCを考
慮した調達が行われているか，その率を算出した。具
体的にLCCを考慮した調達として，

　・メンテナンス契約付リースで調達したもの
　・�（メーカー無償保証の12か月後以降の）保守費を含め

た購入で調達したもの
	 のいずれかとした。

結　果
⑴横浜市立大学附属病院の4台のCTのLCC算定
　横浜市立大学附属病院の4台のCTの10年間LCC（購
入およびリース）を比較し，病院が支払うコストを算定
した結果として，26番室CTおよび旧27番室CTでは，
フルメンテナンス契約付リースの方が，購入費および毎
年の保守費・修繕費の合算より10年間LCCは低かった。
新27番室CTと28番室CTは，購入費および毎年の保守
費・修繕費の合算での10年間LCCの方が，フルメンテ
ナンス契約付リースの10年間LCCよりもLCCは低く
なった（表1，図1〜4）。しかし，これらは横浜市長期借
入金および神奈川県コロナ補助金を活用した取得コスト

（購入費）の減免効果によるものであり，これらの公的補
助による減免効果がない場合には，これら2台のCTに
おいてもフルメンテナンス契約付リース契約の方が10年
間LCCは低くなった。
　上記の通り，横浜市立大学附属病院で近年稼働した4
台のCTに関して，純粋に病院の運営コストとしてのみ

� 単位：100万円（million yen）

CT室
（Room Number）
（列数・メーカー）

調達方式
procuration

購入費
（取得コスト）
purchase cost

維持コスト
（10年間）

maintenance cost
for 10 years

購入LCC
（10年間）

LCC for
10 years-purchasing

フルメンテナンス契約付
リースLCC（10年間）

LCC for
10 years-leasing

26番
（No.26 room）

（64列・シーメンス）

購入
（purchasing）

40
（公的補助40除く） 273＊ 313 -

リース
（leasing） - - - 257

旧27番
（No. 27 room-old）
（64列・キヤノン）

購入
（purchasing）

22.7
（公的補助22.7除く） 159.2＊＊ 182 -

リース
（leasing） - - - 172

28番
（No. 28）

（80列・キヤノン）

購入
（purchasing）

25.5
（公的補助25.5除く） 209.4 235 -

リース
（leasing） - - - 251

新27番
（No.27-new）

（320列・キヤノン）

購入
（purchasing）

　 35＊＊＊

（公的補助95除く） 303.8 339 -

リース
（leasing） - - - 357

	 ＊	2年目と3年目に，フルメンテナンス保守契約を結ばず，それぞれX線管球の交換が発生（合計で5,500万円の修繕費が発生）。その後はフ
ルメンテナンス保守契約を締結。

	 ＊＊	2年目と4年目に，フルメンテナンス保守契約を結ばず，それぞれX線管球の交換が発生（合計で3,550万円の修繕費が発生）。その後はフ
ルメンテナンス保守契約を締結。

	 ＊＊＊	公的補助が大きく病院の購入費用が低いが，特例的に令和2年度神奈川県新型コロナウイルス感染症重点医療機関等設備整備事業の補助
金による補助があったため。

表1	 横浜市立大学附属病院で近年稼働した4台のCTの10年間LCC

Table 1	 The 10-year life-cycle costs (LCCs) of four CT scanners procured by Yokohama City University Hospital
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の10年間LCCと，公的資金（税金・公債等）の補助分を
加味した10年間LCCは異なり，公的補助分も含めた10
年間LCCは，4台共に購入と保守を別個にした調達より
も，フルメンテナンス契約付リースでの調達の方が低額
になることが判明した。また，4台のうち1台のみで調
達前にLCCを計算していた。

⑵�高性能CTを近年調達した国公立病院の実態調査と
LCCの算定（74台からの推定値）

　3つの主要メーカーのFlagship級の高性能CTの6年間
LCCに関して，A社とC社の高性能CTでは「購入と保
守を別個にした調達」の6年間LCCは，「フルメンテナン
ス契約付リース調達」の6年間LCCより高価になると算
定された。一方，B社の高性能CTでは「購入と保守を別

個にした調達」の6年間LCCは，「フルメンテナンス契約
付リース調達」の6年間LCCより安価になると算定され
た（表2，図5）。なおこの算定においては⑴の横浜市立大
学附属病院の10年間LCC算出とは異なり，自治体等に
よる公的補助を加味した取得コストの削減効果は考慮し
ていない。
　加えて，2017年以降，国公立病院で調達された74台
のCTに関して，LCCを考慮した調達（メンテナンス契
約付リースで調達したもの，またはメーカー無償保証の
12か月後以降の保守費を含めた購入で調達したもの）が
行われたか集計したところ，前者が10台，後者が5台と
なり，国公立病院におけるLCCを考慮した高性能CTの
調達は，全体の約20.3％程度にとどまることが判明した
（表3，図6）。

図3	 28番撮影室CTの10年間LCC（2017年3月購入）

Fig.3	 The 10-year LCCs of a CT scanner (Room #28)

図4	 新27番撮影室CTの10年間LCC（2021年1月購入）

Fig.4	 The 10-year LCCs of a CT scanner (Room #27-new)

図1	 26番撮影室CTの10年間LCC（2014年8月購入）

Fig.1	 The 10-year life-cycle costs (LCCs) of a CT scanner 
(Room #26)

図2	 旧 27番撮影室CTの10年間LCC（2012年12月購入）

Fig.2	 The 10-year LCCs of a CT scanner (Room #27-old)
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� 単位：100万円（million yen）

メーカー
manufacturers

調達様式
procuration

購入費
（取得コスト）
purchase cost

維持コスト
（6年間）

maintenance cost 
for 6 years

購入LCC
（6年間）
LCC for

6 years-purchasing

フルメンテナンス契約付
リースLCC（6年間）

LCC for
6 years-leasing

A社
購入（purchasing） 130 165 295 -

リース（leasing） - - - 245

B社
購入（purchasing） 150 165 315 -

リース（leasing） - - - 360

C社
購入（purchasing） 200 175 375 -

リース（leasing） - - - 346

表2	 2017年以降，全国の国公立病院で調達された高性能CTの6年間LCC

Table 2	 The 6-year LCCs of high-end CT scanners procured by public hospitals in Japan, comparing three CT manufacturers

CT台数（合計74台）

LCC考慮なし
Not considering LCC 50台（68％）

LCC考慮あり・保守費含むリース
Considering LCC-leasing 10台（13％）

LCC考慮あり・保守費含む購入
Considering LCC-purchasing 

combined with maintenance costs
5台（7%）

　不明＊

Unclear   9台（12％）

＊�公表された調達情報および質問書に対する機器メーカーからの
回答でも，落札金額に無償保証期間（12か月）以降の保守費を含
んでいるか判明しなかったもの。

図5	 全国の国公立病院で調達された高性能CTの6年間LCC（2017-2022年）

Fig.5	 The 6-year LCCs of the CT scanners procured in public hospitals, comparing CT manufacturers 
and procuration methods

図6	 国公立病院で調達された高性能CTにおけるLCCの考慮
（調査対象74台）

Fig.6	 The LCCs for high-end CT scanners procured by 
public hospitals in Japan (74 scanners)

表3	 国公立病院で調達された高性能CTにおけるLCCの考慮
（調査対象74台）

Table 3	 Consideration of the LCCs for high-end CT 
scanners procured by public hospitals in Japan 
(74 scanners)

単位：100万円
　　　（million yen）
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⑶結果のまとめ
　横浜市立大学附属病院で近年稼働した4台のCTの購入
および保守・修繕費としての10年間LCC，および2017
年以降国公立病院において調達された高性能CTの調達
様式および6年間LCCの算定を行った。以下の結果が得
られた。
・	横浜市大附属病院で近年稼働した4台のCTの調査結

果として，地方自治体の公的補助を活用しても，2台
のCTにおいて病院が負担する10年間LCCは「フルメ
ンテナンス契約付リース調達」が「購入と保守を別個
にした調達」を下回った。

・	残る2台のCTも，横浜市や神奈川県の公的補助がな
かった場合には10年間LCCは「フルメンテナンス契
約付リース調達」が「購入と保守を別個にした調達」を
下回った。

・	4台のCTのうち，1台のみLCCを計算して調達を行っ
た。残り3台でLCCを計算した調達は行われなかった。

・	全国の国公立病院で2017年から2022年に調達された
74台の高性能CTで公開情報に基き6年間LCCを算出
すると，3つの主要機器メーカーのうち2社では「フル
メンテナンス契約付リース調達」が「購入と保守を別
個にした調達」を下回った。

・	「保守費含むリース」「保守費含む購入」で高性能CTを
調達した場合はLCCを考慮した調達を行っている，と
したところ，国公立病院ではLCCを考慮した高性能
CTの調達は2017年以降で2割程度の台数に留まるも
のと思われた。

　このように，LCCを考慮した施設・設備の調達は，高
額医療機器に限らず少なからず公的機関で行われるよう
になってきているが，CT（特に高性能CT）に関しては，
LCCを考慮しない経済合理性の乏しい調達が国公立病
院の多くで行われていることが判明した。国公立病院の
長期運営コストとして，CTのLCCの最適化を模索する
と，現在のところ一般的と思われる「入札での購入（取
得コスト）」，「随意契約での保守・修繕（維持コスト）」を
合算する以外の調達法である，保守費を含むリースによ
る調達も有効な手法と思われた。

考　察
⑴�なぜCTのLCCにおいて，購入費と保守・修繕費を合
算するよりフルメンテナンス契約付リースの方が安価
になるのか

　CTは各機器メーカーがFlagshipと称する高性能のCT
から，開業医のクリニックでも導入しやすい汎用機CT
まで幅広いラインアップが存在し，2026年現在は最先端

のフォトンカウンティングCTの購入での市場実勢価格
は4億円前後，クリニックでの使用が想定された汎用機
CTでは1,000～3,000万円と，10倍以上の価格差がある。
大学病院や特定機能病院で使用するCTは，臨床研究で
の使用や，その病院が診療上重要と考える疾患群等が求
める高レベルの画像診断等に応じて，複数台のCTが調
達・運用されている。
　購入時の価格差が10倍以上に開くCTに関しては，そ
の後の保守・維持にかかるコストもCTのランクに応じ
て変化する。取得コストの高低は，その後の保守コスト
の高低をもある程度規定する因子になると思われ，それ
はCTにもおおむね当てはまる。Flagship級の高性能CT
の修繕は，故障箇所の部品の希少性等によって，汎用機
のCTの修繕より高コストになりがちである。さらに，
Flagship級の高性能CTでも，開業医向けの汎用機のCT
でも，医療機器に関しては製造元の機器メーカーが医療
安全上の観点から保守・修繕を独占的に実施することが
法律上義務付けられている（医療機器修理業の許可を受
けている民間企業は多数存在するが，実際の修理・修繕
は製造元の機器メーカーのみが可能）。
　さらに，CTの保守契約において，リスクヘッジとし
ての保険の機能を付けるか付けないか，大きく維持コス
トが変動する。CTの維持・保守において最も高コスト
になる部品はX線管球である。X線管球は交換の工賃を
含んで，汎用機のCTであっても管球あたり1,000～2,000
万円程度，高性能CTの場合3,000～4,000万円程度を必
要とする。X線管球交換含めCTの修繕は製造元の機器
メーカーしか行うことができず，故障の頻度を予見でき
ないとすると，使用者（医療機関）の取るべき戦略は2つ
に絞られる。すなわち，「事故は起こらないだろう」と楽
観的に予想してX線管球の交換を補償対象外として安価
な保守契約（高性能CTで1,000万円程度/年であり，前
述の飯沼らが示す200～300万円/年よりは高額になる）
を結ぶか2），「事故が起きた時に甚大な想定外の出費があ
り得る」と考えて，X線管球の無償交換を含む高価なフ
ルメンテナンス保守契約（3,000～4,000万円程度/年）を
結ぶか，である。前者の場合，横浜市立大学附属病院の
事案が示す通り（表1），X線管球の故障・交換が発生する
と変動費として高額の修繕費（3,000～4,000万円/回）が
突然発生するが，その確率は高いものではない。後者の
場合，X線管球の故障・交換が発生しても使用者（医療機
関）は追加でコスト負担をするは必要ないが，保険的側面
が強い高額な固定費を負担することになる。
　CTの製造元でありかつ保守・修繕が唯一可能である
機器メーカーは，後者のフルメンテナンス保守契約が極
めて高額であり，維持コストとして取得コスト（購入費）
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に比して一般的に高額であることを認識している。その
ため機器メーカーはもう一つのオプションを準備する。
すなわち，取得コストと維持コストを合体させて，数年
間でCTの製造原価を償却するようなリースでの調達を，
使用者たる医療機関に提案することである。自動車であ
れコピー機であれ，一般的にリースの場合はメーカー

（製造業）がリース会社（賃貸業）に機器を売却し，リース
会社が使用者に対して一定の長期間で機器を有償貸与す
る契約を締結する。リース会社は製造元のメーカーから
取得する際の購入費に加えて，賃貸業としてのリース料
率を加算したリース料を使用者に複数年で支払わせ（CT
の場合，法定耐用年数である6年間すなわち72か月が算
定することが多いと思われる），賃貸業としての利益を
得ることが基本になる。この場合，保守費や故障の際の
修繕費は多くはリース料の中に丸め込まれ，維持コスト
を含め固定費化できることが使用者側のメリットと考え
られる。
　CTの場合，機器メーカーは機器の製造原価は自社で
完全に算定できるが，その後の維持コストは製造元であ
る機器メーカーですら予測できない事故の発生（特にX線
管球の故障・交換）で規定される。事故が数回起きてしま
うと保守・修繕費が病院の購入費（取得コスト）を凌駕し，
そしてそのような維持コストを「保険」としてカバーする
ようなフルメンテナンス保守契約が存在する場合，製造
と保守を独占する機器メーカーは別の販売戦略を提案で
きる。すなわち，リース料率で利を得ることを目的とし
ない，製造元である機器メーカーと密に連携できるリー
ス会社と組み（場合によっては自社の子会社として設立
し），高価な保険料（フルメンテナンス保守契約）を含む
リース料の中に，製造原価を吸収させてしまう調達手法
である（今回の全国調査の結果では，まさにA社とC社
がその戦略を採用していると思われる。一方でB社には
そのような特別な関係のリース会社が存在しない模様で
ある）。フルメンテナンス保守契約は，X線管球の故障・
交換という事故がなければ，その保守を独占的に担当す
る製造元の機器メーカーにとって大きな利益になる。そ
れであれば，フルメンテナンス保守契約の費用に若干の
追加費用を加えることで，製造原価をフルメンテナンス
契約付リースのリース料に「溶かす」ような提案が可能
になる。これは長期間の通信契約を念頭に，新規契約で
の取得がゼロ円や1円で行われていた携帯電話の販売に
類似する。CTの場合には，機器本体の価格が数千万円
から数億円単位であり，フルメンテナンス保守契約での
保守費が（高性能CTの場合）年間3,000～4,000万円であ
ること，さらに法定耐用年数（6年間）で医療機関がその
CTの使用を中止することはまずないであろうことを鑑

みると，このような着想に機器メーカー側が至ることは
容易であろう。
　CTのLCCを検討するに当たっては，LCCの概念の基
本である取得コストと維持コストを算出することは当然
であるが，維持コスト，特にX線管球の交換というまれ
な事故をどのように想定するのか，また取得・維持の各
ステージにおける部分最適化ではなく，6年間以上の使
用を通してのLCCを，全体最適化すなわちLCCの最小
化の観点から考慮せねばならない。そして，LCCを最適
化させるためには，機器メーカーやリース会社の戦略を
十分に使用者側（医療機関）が推察することが必須である。

⑵�なぜ国公立病院ではCTの調達においてLCCを考慮で
きないのか

　本研究で明らかにした国公立病院を対象とした全国74
台の高性能CTの調達実績の調査では，約2割の調達に
おいてLCCを考慮した調達が行われていたが，約8割の
調達においてはLCCが考慮されていないものと見受けら
れた。この点に関しては，本邦の公共入札制度が大きく
影響していると思われる。
　国公立病院は公的機関であり，一定金額以上の医療機
器の調達に際しては，購入，リースのいずれでも入札が
必須になる。国公立病院の入札制度は，日本の他の公的
機関における入札制度と何ら違いはなく，一般競争入札
が基本となり，入札段階における競争性と売買価格の低
下が重視される。一方，欧州での入札においては過去の
実績や長期的な取引関係を重視しているとされる19）。例
えばフランスの公契約においては入札を介した物品購入
や役務提供においては低価格化を目的としておらず，継
続的な社会全体の発展という理想形が規定されている20）。
フランスでは最低価格方式による一般競争入札は原則廃
止され，総合評価方式（性能や役務の質と，価格の双方
を総合的に評価し落札者を決定する方法）による入札が
主となり，これは日本が一般競争入札を基本とし，総合
評価方式やプロポーザル方式での入札を例外とする流れ
と逆になる20）。
　国公立病院を含む日本の官公庁は民法上の契約形態

（売買，賃貸借，請負等）により，まず過程を分け，さら
には一般競争入札を基本とすることでそれぞれの契約に
おいて最も安価で合理的な選択を行っているように見え
るが，実はLCCのような長期間・複数年度にまたがった
包括的なコストの最適化には不向きであり，特に高額医
療機器のような製造元の機器メーカーしか調達後の保守・
修繕ができない設備への投資においては，調達（購入）コ
ストは一般競争入札で仮に下げられたとしても，その後
の維持（保守）コストがほぼ随意契約での発注になり，結
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果的にはLCCの高騰を止めることができない。
　本邦では，公共建築物で考えると「設計（デザイン）」

「施工（建設）」「保守・維持」「廃棄」の全ての過程で入札
が行われることになり，各過程で一般競争入札による部
分最適化（最低価格化）は行われているように見えるが，
LCC全体の最小化や，その建築物を最良の状態で数十年
にわたり維持・使用し続けるための投資判断を行うこと
が難しい。昨今，本邦の入札制度の弱点が露呈したもの
が大阪万博のパビリオン建設問題であろう。デザイン・
設計は建築事務所から施設数に応じて提示されたが，建
設費用の高騰のためしばしば建設会社が応札せず（入札
不調），または応札額が落札上限額を上回り（入札不落），
着工できない事態に陥ったものである。本来，「設計・建
設（施工）・保守・解体」は一連の流れで考えられるべき
であり，この一連の流れをLCCで捉え，最適化（最小化）
することが公共事業のあるべき姿であろう。しかしなが
ら，これら各過程を業種業態や契約の内容などで細分化
し，都度で入札を行っているのが本邦の現状であると思
われる。
　本稿が示す通り，CTという長期間使用する高額医療
機器においても，国公立病院ではLCCの最適化を十分
考えることができないと思われるが，その理由は「機器
の売買契約」「保守の請負契約」ごとに過程を分けて入札
や発注を行う官公庁の思想と同質と考えられる。本研究
で扱った国公立病院におけるCT（特に高性能CT）の調達
においては，経営学の視点としてのLCCを論じると同時
に，入札という公共制度の側面からも政策学的，社会学
的な検討が必要であろう。また，財務会計の観点からは，
高性能CTを含む高額医療機器は事業年度ごとに均等の
減価償却費として会計処理されるため，事業年度ごとの
収支を計算するにあたっては実際の購入費等のキャッ
シュの流れやLCCは考慮されづらい点も指摘されるべ
きであろう。

⑶リース調達における公的補助金の制約
　公益社団法人リース事業協会が2019年9月に実施した
“官公庁におけるリース利用等に関する実態調査結果” で
は，リース会社と官公庁のそれぞれにアンケート調査を
行い，様々な施設・設備等の調達におけるリースの利点，
課題，今後の展望等について資料をまとめている21）。そ
の中では，各種施設・設備の調達においてリースを利用
する理由として，官公庁側の回答（1,026の官公庁が回答）
として「コストを容易に把握できる（47.1％）」「リース期
間終了後の物件の処理をリース会社に任せることができ
る（40.6％）」「ライフサイクルコストが低い（11.1％）」な
どの理由が選択されており，LCCの平坦化，最小化のた

めに官公庁においても一部でリースが活用されているこ
とが示されている。
　その一方で，同調査ではリース会社へのアンケート調
査結果として「官公庁とのリース取引を促進するために
期待される施策等」のうち，20％以上のリース会社が「設
備を取得した場合にのみ利用できる補助金制度のリース
適用」を挙げている。なお，この場合の「取得」とは購
入を意味する。公的な交付金・補助金において，その交
付・補助を行う機関が政府，国立法人等である場合，「昭
和三十年法律第百七十九号　補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律（いわゆる補助金適正化法）」に則
り交付・補助が行われることが求められる。この補助金
適正化法には，国庫からの交付金・補助金の対象が「購
入」であることを示唆する文言がある。すなわち「（財産
の処分の制限）第二十二条　補助事業者等は，補助事業等
により取得し，又は効用の増加した政令で定める財産を，
各省各庁の長の承認を受けないで，補助金等の交付の目
的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，又は担
保に供してはならない。ただし，政令で定める場合は，
この限りでない。」と定める条文である22）。
　補助対象者が取得する「財産」ということになると，
一般的なリース方式（リース会社が所有権を有する）で調
達した設備・施設等を，「補助対象者の財産」と見做すこ
とは困難である。事実，このような補助金適正化法がリー
ス調達を想定しておらず，そのため各種公的な交付金・
補助金の対象外になっている原因であろうことは，各種
の公的資料からも読み解ける23）。なお，この補助金適正
化法は地方自治体独自の各種補助金等の制度にも受け継
がれるため，政府からの直接の補助金以外の，地方公共
団体や政府系の研究機関などからの補助金の規定にも同
様の文言が入ることが一般的である。
　CTに対しての公的補助金はリース調達時にどのよう
に執行されるのであろうか。例えば令和4年度青森県新
型コロナウイルス感染症対策設備等整備事業費補助金で
は，CT機器を含んでリースで調達する場合は補助対象
となるのかという問いに対し，対象経費欄に「使用料及
び賃借料」が含まれる事業はリースの場合も補助対象と
なります，とリースが対象経費であることを明記し24），
かつ「新型コロナウイルス感染症への対応として緊急的
に整備するものであることから，特に高額な医療機器に
ついては，基本的にリースでの整備とすること」とし25），
リースによる機器調達を奨励している。しかしこの補助
金は補助対象期間が1年間となっているため，その期間
に発生するリース料のみが補助対象になり，購入（新規
のCT機器の補助上限額は税抜6,000万円）に比してリー
スの場合には補助事業者が受領できる補助金の額はかな
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り少額（高性能CTであってもおそらく調達初年度のリー
ス料は3,000～4,000万円程度であろう）になる。さらに，
次年度以降のリース料は，同様の補助金が次年度に存在
しても「もはや新規で調達したCTではない」ということ
になり補助対象外となる。このような場合，リースでの
調達を文面上は推奨していたとしても，「補助金を満額
充当できる」購入の方に補助事業者（医療機関）が傾くの
は，LCCという長期的視野ではなく予算年度単位の短期
的視野ではむしろ合理的である。
　本研究では国公立病院におけるCTの調達を取り扱っ
たが，医療機器を含む何らかの設備等を，補助金を活用
して取得しようとする場合，リースでの調達は近年にお
いて推奨されてはいるものの，短期的視点で見た場合に
は実際の補助金の受領額減少というデメリットのみが補
助事業者（医療機関）に強調されて映り，LCCの考慮とい
う長期的視点とは相容れない要素として，調達に当たる
事務担当者を制約するであろうことは容易に想像できる。
　設備・備品等をリースで調達すると，公的な交付金・
補助金が受け取れない，または購入での調達に比して減
額されるという点に関する改善要望は，首都圏一都三県
の知事，および五政令市の首長で構成される「九都県市
首脳会議」からも上がっており，2017年11月に “リース
の有効活用の推進について” という要望書が，知事およ
び政令市長の連名で内閣府特命担当大臣（少子化対策），
財務大臣，文部科学大臣に対して提示されている26）。こ
の要望書では「リースの導入について，整備手法の一つ
として積極的な選択が可能となるよう，他の整備手法に
よる場合と同様に財政支援を行うこと」と要望しており，
具体的には「リース調達」の場合の各種交付金・補助金
の補助率・補助上限額等を，「購入での調達」と同様にす
るように求めている。今後，経営環境が厳しさを増す公
的医療分野で，どのような公的補助金が医療機器の調達
において整備・活用されるのか考えるとき，LCCの観
点からリースでの調達が最適であれば，購入に比して補
助金額・補助率が劣後しないような複数年度での財政支
援が行われることを期待したい。ただし本来は，本稿で
扱ったCTのLCCの計算において，本邦固有の事情で
ある公的補助金をどのように扱うかに関して，取得コス
トや維持コストとは異なる，あくまで補助的な視座の議
論であることも考慮すべきと考える。

⑷本研究の制約
　本研究は国公立病院に絞って調査を行った。これは本
邦の国公立病院において入札が必須であること，調達情
報へのアクセシビリティの観点，および国公立病院が担
う社会的使命から国公立病院を研究対象としたものであ

るが，私立の大学病院や民間病院においては高性能CTの
LCCに関しては別の戦略，手法があるものと思われる。
次に，建築物のLCC算定の際には必須である電気代およ
び廃棄コストに関しては，今回のCT（高性能CT含む）の
LCCにおいては算入していない。また，調査当時は日本
銀行によるゼロ金利政策が長く続いた時期であり，リー
ス料の算定における金利の影響は考慮されていない。ま
た，本稿ではCTのLCCを6年または10年で計算したが，
しばしば現実的に生じていると思われる10年を超えての
使用においては，保守・修繕費の増額やセカンドリース等
によるLCCの大きな変動が生じうることを付記する。

⑸結　論
　入札が基本である国公立病院における高性能CTの調
達においては，リース調達の方が購入費と保守・修繕費
を合算した調達より，LCCに基く経済合理性が高い場合
がある。しかしながら国公立病院においては，LCCの最
適化を意識したCTの調達は広く行われている状態では
ないことが示された。本邦の公共入札制度上の制約，ま
た公的補助金の制約等によりLCCを考慮したCTの調達
が行われていない可能性があるものと考える。医療機関
においては，高性能CTの調達時にはLCCを検討しなが
ら最善の調達方式を選択することが推奨される。

【補　記】
　本稿では割愛した公的病院の調達事務担当者へのイン
タビュー調査の結果などは，筆頭著者の学位論文「国公
立病院における高性能CTの調達：ライフサイクルコス
トの導入の検討」（横浜市立大学大学院国際マネジメント
研究科博士前期課程，修了研究報告書）として横浜市立
大学学術情報センターにて閲覧が可能である。本研究に
ご協力いただいた全ての方々に深謝申し上げる。
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Procurement of high-end CT scanners in public hospitals:
A survey from the perspective of life-cycle costs
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Abstract
Objective: We investigated whether public hospitals in Japan, which undergo public bidding to procure computed 
tomography (CT) scanners (particularly high-end CT scanners), consider the life-cycle costs (LCCs) in the process of 
the public procurement. We also sought to determine whether purchasing or leasing is more economically reasonable 
when LCCs are calculated over certain periods (here, 6 or 10 years, which is the typical usage period of CT scanners) 
in public hospitals.
Materials and Methods: We first calculated the LCCs of four CT scanners (for 10 years) that were recently procured 
by Yokohama City University Hospital. Further, the LCCs were calculated based on public information such as the 
Official Gazette of the Japanese Government for the procurement of high-end CT scanners at public hospitals between 
2017 and 2022 (74 scanners). When calculating the LCCs, we used the public information and obtained cooperation from 
three CT manufacturers to calculate two types of LCC (for 6 years): one that separately calculated the purchase and 
the maintenance/repair costs, and another that calculated all costs through leasing.
Results: Regarding the four CT scanners procured in Yokohama City University Hospital, even taking into account 
public financial support from local governments, the 10-year LCCs for two of these CT scanners were lower for lease 
procurement compared to the combined purchase and maintenance/repair costs. Our survey of the publicly available 
information revealed that only 15 of 74 high-end CT scanners (20.3%) were deemed to have been procured with the 
consideration of LCCs at public hospitals nationwide. For two of the three CT manufacturers of high-end CT scanners, 
the calculated total LCCs for lease procurement were lower than the combined purchase and maintenance/repair costs (for 
the 6-year period).
Conclusions: Our LCC calculations demonstrated that when a public hospital procures a high-end CT scanner in Japan, 
leasing can be more economically reasonable than procuring with the combination of separated costs of purchase and 
maintenance/repair. Based on this study's results, it can be recommended that all healthcare institutions carefully 
consider the LCCs for the optimal procurement of high-end CT scanners.
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